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Introduction

デジタルトランスフォーメーション推進の取り組みは、企業にとって競争力の源泉として認知されており、各社様々

な取り組みを推進され始めています。一方で、取り組みが思うように進まずに滞る、または、PoC（Proof of

Concept）の歩みが遅い、小さな取り組みに留まってしまい、思うように本格導入・展開できないといった声が少

なくありません。こうした声から、我々Deloitteは企業の自律的な力を最大限に引き出し、デジタルを活用した変

革を加速させるための1つの手段としてAI Lab Series（AI Experience Lab）を開発しました。既にグローバルで

は数百社の取り組み実績があり、日本においても既に多くの企業に提供されており、さまざまなデジタル活用の創

出を支援しています。
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「メンバーのスキルや既知の技術をベースに検討を

進めてしまい、結果として今出来そうなことを中心

に、施策が検討される傾向がある」

「トップダウンと言いながら、現場の意見に偏った、

現場迎合主義になってしまい、現場では思い通り

に推進できない」

「 部門を越えてDXに取り組む必要があるのに、

組織の縦割りが強くて自部門だけのこじんまりし

た活動で終わる」

「PoCを多数実施しているが、なかなか軌道にの

らず、本格的な展開ができず、横展開もできな

い」

「既存の課題の解決ばかりに目が向いてしまい、

イノベーションにつながらない」

「本社の企画部門の取り組みとして認知され、全

社的な取り組みにもかかわらず、現場では当事

者意識がなく、実行につながらない」
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AI Experience Labとは

自組織のAIの取り組みを加速させるために、AIとは何かを考え、体験し、

事例から学ぶことに加え、実務へAI技術活用余地を模索し、ロードマップ

を策定するワークショップ形式の取り組みです

AI Experience Labで得られること

✓ AIとは何か、AIを使って何が実現できるのかをより深く理解することが出来る

✓ AI活用を推進するには、どこから手を付けたらよいか、どのように始めたらよいかを理解することが出来る

✓ ガバナンスとイノベーション創造を意識し、AI活用の実現に向け取り組むことが出来る

✓ 策定した将来のロードマップに沿って、実行に移すことが出来る

AI Experience Labは

4つのステップで構成されます

参加条件：

企業内のデジタル推進役として基礎的なDXの取り組みの理解をされている方または、E-Learningなどで一定

の学習をされており、今後デジタル推進役を担う可能性のある方であること。※開催実績は最下部に記載

※開催実績：CEO、DX推進担当役員、経営企画、デジタル企画、ファイナンス、業務改革部門等の部長クラス、

または推進リーダー、若手のデジタル人財育成としてのカスタマイズ実施も可能

4. Activate

（成果を出す）

3. Study

（事例を学ぶ）
2. Experience

（体験する）

1. Imagine

（考える）

AI技術の体験

事例・ユースケースの学習

キャンバスの作成

アイスブレイク
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AI Experience Labは

参加者の自律的に考える力を最大限に引き出

すことで、新たなAI活用の機会を創出します

1. Imagine - 考える

身近なAIから情報をまとめ、AIとは何か、言葉の定義を整理すること

で、AIの理解を醸成していく

2. Experience –体験

AI技術を体験し、従来のシステムとの違い、

「実装の仕方」や「結果の不確実性」を感覚的に理解していく

3. Study –学ぶ

AIの活用事例を通して、業務及び組織にどのようにAIが応用されているのかを理解する

4. Activate – キャンバスに描く

自組織におけるAI技術の活用余地について、専用のフレームワークに沿って議論し、

ロードマップ策定まで行う
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Deloitteのイノベーション創発施設である

「Greenhouse」を活用して、非日常の環境に

身を置き、ワークショップを行うことで、活発なグ

ループディスカッションを促進します

Introduction

AIE-Lab講義(What‘s AI/Cognitive, Use Case, Demos)

グループワーク #1：業務・課題の分類

グループワーク #2：導入のゴールイメージ作成

グループワーク #3：実現可能性の評価

グループワーク #4：デジタル活用の可能性について協議

グループワーク #5：ロードマップの検討・協議

講評・総括

60 min

60 min

180 min

120 min

実施イメージ
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